ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その４１
DreamWorks LLCでは、スピルバーグらの才能の資産価値は$500Mと評価された
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連載41回目にしてようやっと準備が整った。米国LLCのメリットの一つ、「無形財活用促進」を、読者の皆さんに説明する準備が整った。どういう準備かというと…。
· 「アイデア、技能、技術、特許、特別の才能」など無体資産を持つ人にprofits interest（利益持率）という「権利」を与えると、それら無体資産が世の中に新種の財・サービスを生み出し、ひいては損失でなく利益を生み出すことができる･･･という社会は「ある条件」を満たす必要がある。
· その「ある条件」とは、19世紀西洋においてはbona fideあるいはgood faith
と呼ばれたnorm（規範）、また、冷戦終結後の20世紀終盤から21世紀初めの憲法改正議論および西洋社会哲学議論においては「SubsidiarityとSolidarity
、およびそれらから演繹されるCivil Codeないしcommon law」と呼ばれるnorm、これを社会が持つことだ。
· もし、社会がこれらnormを持っていないと、LLC（の、例えば、無形資産に利益持率を与えるという仕組み）は、「利益」でなく「損失」をもたらすことになる。

…これらが皆さんの了解事項になったということ。念押しで、理解度テストをしてみよう。

· 先回取り上げた「武富士事件における租税回避」は日本では最高裁によって「違法ではない」とされたが、もし同様のことが米国で起きたならば米国司法によってabuseと判断されるはずだ。どの「法理」によってこのtax shelterはabuseとされるのか？
「答え」は皆さんにとってもう明白だろう。そう、経済的実体法理（economic substance doctrine）だ。経済的実体法理とは、1) 目的として、税効果以外の目的を有していること。且つ、2) 結果として、税効果以外で経済的ポジションが変化すること。…の二要件を満たしているtax shelter（租税回避）はlawful（適法）である、とする法理だ。
米司法ならば、武富士事件における租税回避は、「税効果以外の目的を有していない」and/or「税効果以外で経済的ポジションが変化していない」と判断しabuseとするだろう。
　…どうですか。楽勝問題でしたか。更に念には念を入れて、今一度Subsidiarityを短縮版で復習して、その「異様さ」を再度確認してから、DreamWorks LLCの紹介へ進もう。
Subsidiarity（補完性原理）とは：

『小さな下位組織が為し得る事柄を、大きな上位組織にアサインすることは、不正義であり、同時に権利秩序の攪乱であり深刻な悪（a grave evil）そのものであるという原理』

この様な原理 --- 日本人にとっては異様だが西洋人にとっては「空気や水のように当たり前、即ち、straight forwardな」原理 ---を体得してからでないと、利益にあずかるどころか大火傷を負うことになる。呉々もご注意を！
PPT：『才能重視の利益持率　DreamWorks LLC』から、分かって頂きたいことは、「スピルバーグらの特別な才能が生む利益は、500Mドルが生む利益と同じ、と見積もられた」ということ。言い換えるなら「スピルバーグらの才能の資産価値は500Mドルと評価された」ということだ。少し説明しよう。
出資金額でいうと、スピルバーグらは全体1000Mドルの内の10%である100Mドルを出したにすぎない。しかし利益持率（profits interest）ではスピルバーグらは60%を与えられている。この差：60%－10%の「50%」は一体何に対して与えられたのか。

それはお金や有価証券や不動産や工場設備などの、有体資産（corporeal asset）ではない。そう、それはスピルバーグらが持つ特別の才能という無体資産（non-corporeal assetまたはintangible asset）。これに対して50%の利益持率が与えられたのだ。
outside basis（外部基準値）とinside basis（内部基準値）partnershipは本来、外部者とは関わりが無い。しかし20世紀終盤、partnershipは外部者からの融資金も使うようになった。それがLLCだ。このキメラ
 --- arm's length entityとnon arm’s length entityのキメラ--- には、資産評価に際し二種類のbasis（基準値）が必要になった。即ち、外部者へ説明するのに使うbasisと、内部者が相談して合意したbasisの二種類。その説明は、教科書『Corporate and Partnership Taxation　7th edition』449頁にある。和訳すると：
あるpartnerの、利益持率におけるbasis（基準値）のことを、外部基準値（outside basis）という。また、そのpartnershipを成り立たせるassets（無体資産および有体資産）において、各assetに与えられたbasis（基準値）のことを内部基準値（inside basis）という。
…という説明だ。これに則ってDreamWorks LLCを整理すると、以下のようになる。
· スピルバーグらの利益持率、即ち、outside basis（外部基準値）は、60%。

· スピルバーグらの無体資産（才能）のinside basis（内部基準値）は、50%。

このinside basisには「相当性の不審査法理」が適用される。即ち、外部者あるいは司法当局・行政当局・税務当局は口を挟む権限はない。その値付けが高いか低いかは、partners（内部者）だけで決めることだ。
また、そのinside basisを含んだoutside basisにしても、単に外部者（融資予定者、wannabe creditor）に「スピルバーグらの才能と出資金に対し合わせて60%の利益持率（outside basis）を与えました。これで良ければ、どうぞ融資してください。」と提示されるものであり、wannabe creditor（外部者、融資予定者）の意見を取り入れて、変更することはない。
もっとも、近年は、元本の返還義務がない融資つまりnon-recourse loanや、元本の返還義務のある出資つまりredeemable equityなどの、いわゆるmezzanine financeが頻繁に使われており、外部者と内部者の区別は以前ほどにはハッキリしていない。mezzanine finance、特にnon-recourse loanの際にinside basisを微調整することもあるようだ。
arm’s lengthとnon arm’s lengthの区別がハッキリとしなくなった…が。それでも勿論、コラム３９「1996年、Check the box誕生」で説明したように、キメラであるLLCが「non arm’s length entity」であり、「契約自由」「会計自由」「相当性の不審査法理」「税務当局の損益不認識」が適用され、その結果として「租税回避権」「税金投入権」「税金被投入権」を行使できることに変わりは無い。
何故ならば、第二バチカン公会議（1962年-1965年）以降、Solidarity
の原理に従い、宗教は理性を包摂したからだ。信仰は合理性を包摂した。あるいは、non arm’s lengthな事柄はarm’s lengthな事柄を包摂した。これが、LLCを依然としてnon arm’s length entityとする根本原因だ。この詳しい議論はコラム３９を参照されたい。
non recognition rule（損益不認識ルール）の適用　コラム３３で説明した、「partnershipにcontributeされたpropertyは、投資行為により単に形が変形したにすぎず（a mere change in the form of the taxpayer’s investment）、課税されるべきeventとしてはappropriateではないという考え方」が適用される。
どういうことか分かるために、発生主義の税務会計が強制される日本において、もし仮に、Dream Works LLCが組成されるとどうなるか --- 「無体資産の譲渡益」を日本の税務当局により認識され、それに課税されることになるのだが --- これを説明しよう。
つまり、1) スピルバーグらは、自分達の「特別の才能」という無体資産を譲渡しその交換に、持分（share）50%を獲得した。2) 該持分50%は、全体1000Mドルの50%、即ち500Mドルの価値を持つ。3) 即ち、スピルバーグらには500M ドルの「譲渡益」が発生した。…と日本の税務当局に認識され、譲渡益所得税をスピルバーグらは払わされることになる。

日米の違いは明確だ。発生主義の税務会計しかない日本は「譲渡益が発生した」と考え、他方、「会計自由」をclosely heldなnon arm’s length entityに適用する米国は「課税されるべきgain（またはloss）を認識する権限を国家（税務当局）は持たない」と考えている。
米国は忠実にSubsidiarityを守っている。国家が小さな組織に対してウンヌンカンヌンするのは「深刻な悪」だと考えている。一般市場において事業結果が判定されるまで国家は手を出さない。即ち、IPOやBuy Outが起こり、gainないしlossが確定し、当該事業がarm’s length事業になるまで、国家も税務当局も手を出さない。
発生主義会計は元来、定時定率に費用や利益が発生することを前提に作られている。また、無体資産は利益を生み出すか生み出さないかさえ定かではない。だから、無体資産を活用しようとする事業に発生主義会計を適用すること自体が「過ち」なのだ。が…
しかし、日本の「問題」はこんな表層的なことではない。根本的問題は、日本人の精神構造にSubsidiarity & Solidarityという社会哲学原理が埋め込まれていないことだ。
このDreamWorks LLCが、ヒット作映画を次々と生み、2006年にはパラマウント映画社（Paramount Pictures Corporation）に1600MドルでBuy Outされた。元手は1000Mドルだったからgainは600Mドルということになる。スピルバーグらの利益持率は60%だったから360Mドルを受け取ったはずだ。

現在は、DreamWorksというロゴ、あるいはパラマウント傘下のDreamWorks Animation SKG, incという会社は残っているが、DreamWorks LLCという会社そのものは残っていない。それは、非永続企業なのだから当然のことだ。他方、DreamWorks LLCをBuy OutしたParamount Pictures Corporationは永続企業だ。その創業は1912年ということだから既に100歳を超えている。
CorporateとPartnership（またはLLC）の関係は、ちょうど人間と細胞の関係に喩えることができる。人間の寿命は80年といったところか。しかし人間を構成する細胞はだいたい一ヶ月ごとに入れ替わっている。細胞は次々と生まれては死んで生まれては死んで･･･を繰り返している。そうして人間の寿命80年を成立させている。
CorporateとPartnershipもこれと同じだ。Corporateの寿命は永遠だ。しかしCorporateを構成する事業（business）は、世界中の色々なpartnershipから供給され、次々と入れ替わっていく。新事業を供給し終えたpartnershipは、役目を終えて死んでいく。
トヨタ自動車が、ガソリン自動車からハイブリッド自動車
そして電気自動車へと、事業の舞台を移し替えながらも永続していく。あるいは、かつて電機メーカーだったGEが今はファイナンスを本業とする会社に生まれ変わり、トーマス・エジソンが1878年に創業してから135年間も存続している。partnershipは生まれては死に、corporateは永続する。
細胞が新陳代謝してくれるからこそ、人間は80年の寿命を生きながらえることができる。Partnershipが次々と生まれては死んでくれるからこそ、corporateは永続企業でいられる。米国ではこれが大変上手く機能している。先々回の脚注1で示した「LLCビッグバン」のグラフの様に、米国は日増しに新陳代謝能力を拡大している。ちょうど成長期に入った中学生の男の子のようなものだ。成長痛ですねやかかとが痛いぐらいに旺盛な成長力を、つまり「細胞の生成＞消滅の差としての拡大」をLLCは示している。2007年2008年のサブプライムショック・リーマンショックで、C-Corp（日本でいう株式会社）数は大幅な減少を見せているが、LLC数は増大を見せている。人間に例えれば、体は深手を負ったが、その傷を修復するための細胞は傷の下からから次々と生まれている。回復は速いに違いない。
翻って日本を見てみるとどうだろうか。非永続企業型は日本版LLPだけで、ほかは日本版LLCを含めてみな永続企業型だ。その唯一の非永続企業型の日本版LLPにしても数そのものが約1500社と少ない上に、なんと減少傾向にある。米国LLCが不況時も旺盛に増え続け2012年で、四桁も多い200万社を誇るのとは違い、日本は減少している有様だ。
日本のcorporate（つまり株式会社）は、今ある細胞だけで生命を維持していくしかない。しかしそれは何時か限界が来る。Panasonic、Sony、Sharpはもはや、この「現有細胞だけでの生命維持」の限界に達しようとしているのかもしれない。
細胞の寿命は有限だ。細胞の入替のない限り、corporate --- corpとは「からだ」を意味する。だからcorporateの意味上の和訳は「有体事業体」だ --- 即ち、有体事業体の「からだ」は必ず「死」を迎える。細胞の入替のない限り、永続企業（going concern）ではいられない。
細胞を入れ替える仕組み、即ち、米国LLCと同様の会社法・会計法・税法と、それらを支える、人々の精神構造というか社会哲学、即ち、Subsidiarity & Solidarityとそれら原理から演繹されるCivil Codeないしcommon law、これらの導入が日本の喫緊の課題だ。

今週は以上。来週も乞うご期待。
� この条件（good faith）の痕跡は� HYPERLINK "http://www.moj.go.jp/content/000056024.pdf" \t "_blank" ��日本民法�の第一条の２：


(2) The exercise of rights and performance of duties must be done in good faith.


権利の行使及び義務の履行は、good faithに従い誠実に行わなければならない。


にも、しっかり残っている。（戦後、GHQの指導のもと慌てて付け加えたんだけどね…。）


� 「SubsidiarityとSolidarity」の同値変形命題（corollary）としては、「人間の尊厳と共通善」あるいはひと言で「uni-versalism」を挙げることができる。


�  キメラ（chimera）とは、同一個体内に異なった遺伝情報を持つ細胞が混じっている生物個体。羊と山羊のキメラ、ニワトリとウズラのキメラが具体例として知られている。


� Solidarityとは、超越的上位概念の存在を社会で共有し、様々に異なった考え方や行動を、「それも該超越的上位概念の下にある」として、受け入れようとする、あるいは、包摂（subsumption）しようとする原理。


� 実は、日本の税務当局は「すぐに譲渡益所得税を払え」と命ずるほど硬直的ではないようだ。実際には、「課税の繰り延べ」ということが税務調査官の「裁量」によって行われていると、聞いたことがある。ただ「課税の繰り延べ」が適用される際、歴史が浅く裁量蓄積の少ない日本版LLCや日本版LLPでなく「株式会社」の形式を取り直すように、税務調査官から「指導」されることが多いとも聞いた。


裁量の温情は不況になれば細くなる。やはり、non arm’s length entityの租税回避権はキチンと権利化すべきだ。


� ちょうど今朝（20130405）の日経新聞12面に「トヨタ、HV比率4割に」という記事が載っていた。
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